





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































し、不動産登記法 ５ 条 1 項をその根拠とした
（94）
。






















































































































































































28　早稲田法学会誌第69巻 1 号（2018） 不動産の二重譲渡に関する日韓の比較研究（李）　29
あるという公文書まで発送するに至った。そして、Ｙ 1 は、Ａの長男であり
1950年にＡの死亡により本件土地を相続して1984年に相続を原因とする所有
権移転登記を経た。その後、本件土地は、売買を原因としてＹ 1 からＹ 2 に
譲渡され、Ｙ 2 は本件土地の一部の持分をＹ 3 に売り渡し、残りの持分につ








2 が、Ｘが本件土地を買い受けた事実を知りながら、Ｙ 1 の処分行為に積極
的に加担したとはみえず、Ｙ 1 のＸに対する所有権移転登記の義務は履行不
能となったとしてＸの請求を棄却した。
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であり（そして、かような所
以は信義則に反する






























































4 4 4 4 4
による無効
4 4 4 4 4
であり、韓国民法にいう「反社会的二重譲渡」による二重譲渡
は、公序良俗違反による無効

































































































英社・1991）、高翔龍「不動産의 二重売買와 第一買受人의 保護」『民法学特講』
354頁（法文社・1995）。








































（29）詳しくは、洪春義「不動産의 二重売買와 第 1 買受人의 保護」石霞金基洙敎授
華甲記念『不動産法学의 諸問題』245頁以下（博英社・1992）。
（30）姜信雄「不動産 二重譲渡에 関한 判例의 法理的 検討」人権과 正義第367号
（2007）39頁以下。





















（45）金曾漢「二重売買의　反社会性」法政19巻 9 号（1964） 7 頁、崔敏根「不動産 
40　早稲田法学会誌第69巻 1 号（2018） 不動産の二重譲渡に関する日韓の比較研究（李）　41
二重譲渡의 反社会性의 判断基準」晴軒金曾漢博士華甲記念論文『現代民法学의 諸
問題』106頁（博英社・1981）、金容漢「不動産의 二重賣買에 있어서의 問題点」考
試研究第14巻 1 号（1987）87頁、尹眞秀「不動産의 二重譲渡에 関한 研究　　第一



























































（57） 当 該 条 約 に つ い て は、 以 下 の リ ン ク を 参 照。http://www.ohchr.org/en/
professionalinterepr/pages/ccpr.aspx。（最終閲覧：2018年 4 月23日）。
（58）Article 11




（59）尹眞秀「不動産 二重譲渡의 経済的 分析　　背任行為 積極加担論의 批判　　」
JUSTICE29巻 1 号（1996） 9 頁。
















































考：最高裁平成10年 2 月13日判決・平成18年 1 月17日判決を契機として　　」法曹


































（88）広島高判昭和29・ 3 ・11高裁民集 7 巻 3 号277頁、東京地判昭和30・11・28下級
民集 6 巻11号80頁、同昭和32・11・25下級民集 8 巻11号2174頁、同昭和33・ 3 ・22
下級民集 9 巻 3 号476頁、同昭和34・ 2 ・ 9 判例時報179号20頁、同昭和34・11・16














という公理（Venire contra factum proprium）の一例とみている。
（91）近江幸治『民法講義Ⅱ 物権法〔第 3 版〕』84頁（成文堂・2006）。
（92）近江幸治・前傾注（91）83頁以下、吉原節夫・前掲注（78）650頁以下、鎌田薫
『民法講座 2 物権（ 1 ）』「対抗問題と第三者」〔編集代表星野英一〕67頁以下（有斐
閣・1984）、川井健『民法概論 2 （物権）〔第 2 版〕』36頁以下（有斐閣・2005）、
加藤雅信『新民法体系Ⅱ 物権法〔第 2 版〕』116頁以下（有斐閣・2005）、鈴木禄















（98）最判昭和36・ 4 ・27民集15巻 4 号901頁。
（99）当該判例についての判例批評として、中元紘一郎「最高裁判所判例研究 四
九 二重売買が民法九〇条により無効とされた事例」法学協会雑誌第80巻第 1 号
（1963）157頁以下。
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得の事実を知ることができない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ために、これを第三者に処分したとしてもそれによ
る損害賠償責任を負わない





4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
がその不動産の取得時効完成の事実を知りまたは知り得ると見るのが相当である















（105）最判平成 8 ・10・29民集50巻 9 号2506頁。
（106）大法院2008.3.27. 宣告2007다82875判決。
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のではなく




















（114）金顯泰「反社会的 二重売買의 境遇 展開될 수 있는 法律関係」小峰金容漢敎授
48　早稲田法学会誌第69巻 1 号（2018） 不動産の二重譲渡に関する日韓の比較研究（李）　49
華甲記念『民事法学의 諸問題』145・146頁（博英社・1990）。












（118）詳しい事実関係については、尹眞秀「反社会的 不動産 二重譲渡에 있어서 転






















（125）最判平成 8 ・10・29民集50巻 9 号2506頁。
（126）松山地判平成 2 ・ 2 ・19民集50巻 9 号2532頁。
























（133）東京高裁昭和57・ 8 ・31下級裁判所民事裁判例集33巻 ５ ～ 8 号978頁。
（134）この点については、日本民法176条のように、登記の有無に関係なく第一譲渡
契約の成立によって第一譲受人が新たな所有者となることとは異なる。
50　早稲田法学会誌第69巻 1 号（2018） 不動産の二重譲渡に関する日韓の比較研究（李）　50
【追記】
　2018年 ５ 月17日に上記「Ⅲ- 2 -（ 3 ）」の未確定の判例に関する判決が下された。大
法院は、「不動産売買契約の際に、中間金の支払いなどのように契約が本格的に履行さ
れる段階に至った場合、その時から売渡人は、背任罪における『他人の事務を処理する
者』にあたる。さらに、そのような地位にある売渡人が、買受人に契約内容に従った不
動産所有権を移転する前に、当該不動産を第三者に処分し、第三者名義で登記までし
た場合、背任罪が成立する」と判断して従前の態度を維持した（破棄差戻し）。大法院
2018.5.17. 宣告2017다4027全員合議体判決。
